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関西電力株式会社
社　長　   森　　望　　殿
　
第３４回・関西電力株式会社への申入書（回答）
　　　　　　　　　ライフライン市民フォーラム（ＬＬＣＦ）相談会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代　表　　・　　西川　榮一
　ＣＯＰ２８で日本は４回目の化石賞を受賞するという不名誉な結果となり、世界中から非難を浴びることになってしまいました。特に石炭火力にアンモニアを混焼させる技術を活用し石炭火力を使い続けるという延命策だとの批判を欧米各国や環境ＮＧＯから受けました。今こそ日本は世界の潮流をしっかりと受け止め、脱化石燃料、再生可能エネルギーの拡大に向け、気候・エネルギー政策を改め、２０３５年６０％削減を最低水準とする次の削減目標の準備がすぐに必要な時に来ています。貴社もそのための計画・準備が今すぐ求められています。
今回で３４回目の貴社への申し入れを行いますが、申入れに対する対応はコロナ禍を理由に面談ではなく電話での対応という極めて不誠実な対応になっています。２０２３年株主総会では「個別に調整させていただいた上で面談等により対話していく」と回答しています。今回の申し入れに対しても、株主総会での回答を踏まえて従来のように面談での回答を強く要請します。なお、回答は２月末日までにいただきますよう重ねて要請します。
記
１.原子力発電所について
貴社は国内に現存する最古の原発の高浜１、２号機を再稼働し、現在７基体制で運用
しています。市民からは４０年超の原発再稼動は安全を無視した運転と大きな批判が上
がっています。また高浜３号機の蒸気発生器伝熱管損傷には重大事故への危惧を感じず
にはおれません。そこで以下の質問にお答えください、
１―１　前回（第３３回）でも質問しており、高浜2号機の火災防護対策についての設
置・工事の変更認可申請に対して、2023年5月に原子力規制庁から原子炉規制法及
び技術基準規則への適合性を認められたことは承知しています。一方、発電所の電
気ケーブルは
、難燃ケーブルであることが安全上より望ましいのですが、耐火シー
トで覆った状態で運用されています。難燃ケーブルに取り替える計画はあるのでし
ょうか。あるとすればいつまでに取り替える計画でしょうか。発電所毎にお答えく
ださい。
　Ａ：火災影響範囲以外の火災対象防護ケーブルを収納する電線管に関する原子力規制庁
の指摘を踏まえ２０２３年３月３１日に設計及び工事計画認可の申請を行い、５月１２日に認可を頂きました。それに伴い耐火シートの施工等の系統分離対策を実施しております。今回、火災防護ケーブルを収納する電線管の系統分離対策について追加で対策を施したものであり、設計及び工事計画認可に基づいて耐火シートの施工等の措置を行っており、電線管内のケーブルを難燃ケーブルに取替える計画はございません。
１―２　発電所の原子炉内には試験片が挿入されており、脆性遷移温度を測定していま
す。
①発電所毎に測定した直近の脆性遷移温度はいくらでしょうか。測定時期とともにお
答えください。
　Ａ：以下のとおり
	各プラントの関連温度（2023年8月末）
	
	

	プラント
	分類
	関連温度（℃）

	
	　
	第３回
	第４回
	第５回

	美浜３号機
	母材
	　
	57
	　

	測定年月（2011年5月）
	溶接金属
	　
	-21
	　

	高浜１号機
	母材
	　
	　
	101

	測定年月（2021年7月）
	溶接金属
	　
	　
	52

	高浜２号機
	母材
	　
	40
	　

	測定年月（2010年6月）
	溶接金属
	　
	27
	　

	高浜３号機
	母材
	　
	　
	48

	測定年月（2020年8月）
	溶接金属
	　
	　
	16

	高浜４号機
	母材
	　
	　
	84

	測定年月（2020年10月）
	溶接金属
	　
	　
	21

	大飯３号機
	母材
	-7
	　
	　

	測定年月（2013年9月）
	溶接金属
	－
	　
	　

	大飯４号機
	母材
	-4
	　
	　

	測定年月（2011年8月）
	溶接金属
	－
	　
	　



　　
　　　
関西電力ホームページに掲載しています。
　　（２）-ａ．関連温度｜トラブル情報等｜トピックス（保全品質情報他）｜原子力情報センター（KNIC）｜公開情報｜原子力発電について｜事業概要｜関西電力 (kepco.co.jp)
②試験片の次回の測定を予定している年月はいつでしょうか。
　　Ａ：今後の取り出し計画は直近の試験結果を踏まえ原子炉容器の照射量やプラントの
運転計画を考慮して計画することとなるため現時点では未定です。
　　　（美浜３号機、高浜２号機の試験片は現在の定期点検で取出しています）
③残存する試験片はいくらでしょうか。発電所毎にお答えください。
Ａ：美浜３号機は３個、高浜１号機は３個、高浜２号機は３個、高浜３号機は１個、
　　高浜４号機は１個、大飯３号機４号機は各３個です。
　１－３　使用済み核燃料の中間貯蔵について
貴社は、乾式中間貯蔵施設を新設し、従来の水冷施設と併用するとしています。
一方、併用しても貯蔵総量は増やさないと約束しています。しかし貴社は大飯３、
4号はじめ高浜1、2号など老朽原発も含めて再稼働を強行していますから使用済
み核燃料はどんどん生じてきます。総量を増やさないというのは不可能ではない
ですか。説明してください。
　　Ａ：２０２３年１０月に作成しましたロードマップのとおり中間貯蔵の他地点確保、
六ヶ所再処理工場への搬出にあたって必要な量を確保し搬出するなど発電所を継続運転するうえで必要な取り組みを確実に進めてまいります。原則として貯蔵容量を増加させる予定はありません。
１－４　高浜3号機蒸気発生器伝熱管損傷（外面減肉、2023年11月9日貴社発表資料）について貴社は、3号機、4号機で繰り返している外面減肉と同じ、「原因はスケールによる摩耗減肉」と推定しています。以下お答えください。
①薬品洗浄及びスケール生成要因の鉄分流入抑制を行っているとしていますが、それ
でもなお従来と同じ減肉損傷が生じています。そうした状況で「今後実施するＳＧ
取替えまでの間、ＳＧ器内のスケールに係るデータ拡充を図る観点から、引き続き
高浜発電所３号機および４号機の定期検査において、伝熱管表面のスケール付着・
剥離状況等を確認していきます。」としていますが、十分なデータ、知見が得られる
までの間、運転を続けることによるリスクを冒すことになります。このリスクをど
のようにお考えですか。判断の根拠とともに、ご説明ください。
　　Ａ：ＳＧ器内に残存するスケールのうち、伝熱管を損傷させる可能性のあるスケール
　　　　は稠密層の厚さが０．１ｍｍ以上です。毎定期検査時にスケールを回収し、稠密
層の厚さを監視することとしており、稠密層の厚さが０．１ｍｍ以上のスケールが確認された場合には、薬品によるＳＧ構成部材への影響を考慮し、原則的には小型高圧洗浄装置での洗浄を実施いたします。ただし、確認及び摩耗試験で稠密層の厚さが０．１ｍｍを超えるスケールが多数確認された場合は薬品洗浄を実施することも検討いたします。 
②過去の摩耗減肉量は、57％、49％、そして今回63％の損傷が生じ
ています。貴社は
減肉量70％までは破断の恐れはないとしていますが、その限界量
すれすれの損傷が
繰り返されていることになります。定検検査までに限界に達しな
い確証はあるので
すか。判断の根拠とともに、お答えください。
　　Ａ：仮に稠密なスケールが残存し、伝熱管を傷付けたとしても伝熱管の振動幅が管支
持部のＢＣ穴ランド部の隙間寸法により制限されるため貫通には至らず直ちに安全上の問題となるものではないと考えています。
　　③なお70％までは破断しないとする根拠あるいはその推定計算式を示してください。
　　Ａ：現在の知見に於いて減肉のあった直管部においては減肉率７０％までは十分な裕
　　　　度があり、破断しないことを確認しています。なお、②で申し上げた伝熱管の振動幅について伝熱管厚さの６０％です。
④貴社は、「減肉メカニズムについては、工場での再現試験等の結果、ＳＧ器内の２次
　冷却水の上昇流により、スケールの形状によっては管支持板下面に押し付けられそ
の場に留まり、伝熱管がプラント運転に伴う振動でスケールと繰り返し接触し、摩
　耗
減肉が発生することを確認しています。」と述べています。再現試験の結果、とく
　に
振動時間とともに増加していく摩耗減肉量との関連性を示すデータを示してくだ
さい。
　　Ａ：粒子間の空隙率が少ないほど粒子が密集した状態となって稠密であるので空隙率
を一つの指標として測定し、空隙率が５％以下となる稠密層の厚さが０．１ｍｍ以上あれば伝熱管に有意な減肉が生じる可能性があることを確認しています。伝熱管に傷をつけるにはスケールの稠密層が一定の厚さとなる必要がありますが、水質管理（ＰＨ）によって鉄の持込量やこれに伴うスケールの成長度合いが変わるので一概に運転期間だけで判断することはできません。
１－５　1月１日、マグニチュード７．６、震度7の巨大地震が能登半島を襲い、甚大な被害を及ぼしました。停止中の北陸電力志賀原発も例外ではなく３ｍの津波が押し寄せ、外部電源が１系統遮断、変圧器の油が約1万９８００リットル漏れ、海にも漏洩するなどしました。原子炉建屋地下で震度５強を観測。建屋の基礎の下で観測した加速度は、設計で考慮した加速度を上回った。１号機が９５７ガル（想定は９１８ガル）、２号機は８７１ガル（同８４６ガル）だった。使用済み核燃料プールの水の飛散や地盤沈下なども起きたと報道されています。（１月１０日現在）
　　　　以下の質問にお答えください。
　　①２０１１年～２０２０年でみると全世界のマグニチュード６．０以上の地震の１７．９％が日本周辺で発生するという、世界で最も危険な地震大国と言われています。東日本大震災、今回の能登半島地震から鑑みるならば、少なくとも老朽原発は廃炉すべき時ではないかと考えるのですが、貴社の考えをお聞かせください。
　　Ａ：資源に乏しい我が国においてはＳ＋３Ｅのバランスに優れる原子力発電の役割は大変大きいです。安全の確保、技術人材基盤維持の観点からも将来にわたって原子力発電を一定規模確保することが必要です。これを実現するためには安全性の確認された４０年以降プラントの運転が必要であり、原子力発電所の安全確保を大前提として有効に活用していきたいと考えています。
　　②日本海側でも巨大地震が発生し、日本列島ではどこでも巨大地震が起きることが分かりました。貴社の原発の地震、津波対策はどうなっているのですか。また定期的な点検はいつ行われるのですかお答えください。
　Ａ：当社の原子力発電所は十分な支持性能を持った地盤に建設することで、一般住宅や国の強震計が設置されている地盤と比較し十分に揺れを抑える設計となっています。そのうえで原子力発電所の安全を守る基本である、原子炉を止める、冷やす及び放射性物質を閉じ込める機能を有する施設について十分に余裕を持った耐震設計を行うなど万全の対策を講じています。
　　　　具体的には設計の評価に用いる基準地震動は新規制基準に対応するにあたって大幅に引き上げており、この地震動に対し再度耐震評価を行い補強が必要な設備について変形、損傷、倒壊しないようサポートの追加や補強などを行っております。
　　　　津波に対しては防潮堤などの津波防護対策を実施するとともに原子力発電所の立地地域に大津波警報が発表された場合、保安規定に於いて当該地域の原子力発電所を手動停止することとしています。更なる信頼性向上に向けて当社は原子力施設の耐震安全性に関連する可能性のある情報を収集し、新知見として耐震安全性評価等に反映すべきものの有無を確認し、必要な事項を適切に反映する仕組みを構築しています。原子力施設の耐震安全性をより一層確実なものとするため、今後もこうした活動を継続し公表してまいります。
２．地球温暖化問題について
　　　国連グテレス事務総長は「地球沸騰化の時代」と急激な地球温暖化に言及し、二酸
化炭素削減への今以上の取り組みを訴えました。さらにＣＯＰ２８では脱化石燃料へ
の一歩を踏み出し、３５年までの大幅削減が必要となってきました。以下の質問にお
答えください。
２―１　貴社は昨年６月３日の関西電力送配電の指令により、4日に発電所の出力抑制
を行いました。前回の質問では関西送配電の問題と答えました。しかし、送配電
の指令により出力抑制したのは貴社の発電所であり、どの発電所でいくら抑制し
たのかは貴社の経営の範疇と考えるのは当然のことです。そこで再度質問します。
どの発電所でいくら抑制したのでしょうか。明確にお答えください。
　　Ａ：優先給電ルールに基づく関西電力送配電からの指令に対し、出力抑制を実施いた
しました。具体的な数値は競争戦略上お答えできかねます。
　２―２　脱炭素化へ向けた２０３０年目標について
　　　貴社グループの「ゼロカーボンロードマップ」（2022年3月）によれば、「発電に
よるCO2排出量」、「お客様にお届けする電気のCO2排出係数」を２０３０年には
「トップランナー水準」とするとされていますが、「トップランナー水準」とは具体
的にはどのような水準なのでしょうか。すでに、排出削減クレジット等を利用する
ことで実質的に排出係数０を達成している小売電気事業者もあります。以下の質問
にお答えください。

①どのような比較で「トップランナー水準」なのかが不明なため、読み手に誤解を
与える、あるいは意味不明な表現となっています。誤解のないよう目標数値を示
すべきであると考えますが、どのようにお考えですか。目標値とともにお答え下
さい。
　　Ａ：当社は統合報告書でお示しておりますとおり、ＧＸリーグにおいて発電に伴うＣ
Ｏ2排出量含む２０３０年度における直接排出目標、間接排出目標について２０
１３年度比でマイナス７０％にする目標を設定しています。２０３０年度における排出は直接排出目標、間接排出目標を合わせると１４００万ｔとなります。
これは大手発電事業者の中で最も高い水準の削減目標であると認識しています。お客さまにお届けする電気のＣＯ2排出係数については調達する電気を低炭素化する取り組みに加え、非化石証書の取扱量にも依存するため現時点で具体的な数値目標を示すことは難しいものと考えていますが、競合他社に負けないお客さまに最大限資する排出係数の水準としてトップランナー水準の実現を目指すこととしています。
②ＣＣＵＳ等による火力発電のゼロカーボン化を目指すとのことですが、２０３０
年あるいは２０５０年時点で、これらの技術が商用化できない場合には、火力発
電を
廃止するという解釈で良いでしょうか。解釈が異なる場合にはご説明くださ
い。
　　Ａ：当社は電源ポートフォリオの構築にあたってはＳ＋３Ｅの同時達成が重要であり、
我国のエネルギー自給率は極めて低いことから、エネルギー源の多様性確保が基本であると考えています。ＣＯ2排出ゼロとＳ＋３Ｅの同時達成という観点で今後の技術開発や制度動向等も踏まえながら再生可能エネルギーの主力電源化や原子力の最大限活用を、火力のゼロカーボン化、ゼロカーボン水素の活用等の選択肢を考慮に入れて検討していきます。
３．再生可能エネルギーの問題について
　３―１　五島市沖風力発電事業は当初２０２４年１月の運開を目指していましたが、不
具合から延期すると発表されました。何が原因で延期されたのでしょうか。
　　Ａ：製作中の浮体構造部に不具合が発見されたことにより工事工程の遅延が原因です。
　３―２　相生バイオマス火力20万kwについて
貴社は2023年3月24から運転開始しています。以下お答えください
　①主燃料は木質ペレットで、年間13.5億kwh発電し、CO2 55万㌧削減を見込んでい　
ます。木質ペレットはどこから輸入するのですか。また55万トン削減できるという。
　　　できる根拠データを示してください
　　Ａ：燃料となる木質ペレットは三菱商事を通じて米国産の木質ペレットを調達しています。環境省の温室効果ガス総排出量算定方法ガイドラインの算出式を元に計算すると、相生バイオマス発電所は利用率８０％でバイオマスを利用した場合、約５５万t／年のＣＯ2が削減される見込みです。  
     　　　（固定価格買取調整電力量×全国平均係数＝固定価格買取調整CO2排出量）
	
	
	
	
	


②FIT制度の対象になっています。相生発電所の買取価格はkWh当たりいくらですか
Ａ：２４円／ｋｗｈです。
　　　　　　　　　　
以　上
「連絡先」　〒553-0003大阪市福島区福島2-8-16　コトブキビル４階401号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電力労働運動近畿センター気付
「ライフライン市民フォーラム(LLCF)相談会」　　　　　　　　　　　　
　　　　　代　表　　西川　榮一 　  (担当　伊藤　善次)
℡   06-4797-4414　　　　
メールden-kinki1@sky.plala.or.jp　


